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ワーク･ライフ・バランス社会の実現のためには、職場や会社組織の課題を中心としつつも、

勤労者個人に内在する課題を含めて検討することが有意義である。また個人の課題を解決してい

くためには、職場や労働組合がそれを支援する仕組みを形成するという視点が極めて重要である。 

こうした問題意識にたち、本報告書をとりまとめるにあたって、以下の 3点に留意した。第一

に、労使の現場に根ざした研究・提言となるようにした。本研究委員会では、勤労者個人が仕事

も生活も充実できるようにするため、働く現場における「働き方」や「働かせ方」をどのように

変えていけばよいかに焦点をあてて考察を行った。その際には、現場の実態や勤労者の意識につ

いてのヒアリング・アンケート調査などにより、個別の事例やデータを蓄積し、それをもとに研

究・提言を行うよう努めた。 

第二に、ワーク・ライフ・バランスを図る範囲は育児や介護のみに止まらないということを重

視した。ワーク・ライフ・バランスの範疇は、地域活動、自己啓発、さらに趣味など幅広い領域

にまで及ぶと考えるべきである。 

第三に、ワーク・ライフ・バランスを図るにあたっての労働組合の役割とは何かについて考察

した。労働組合には、勤労者の相談相手となり、ワーク・ライフ・バランスを図る取り組みを支

援する役割が果たすことが求められているといえる。 
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